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感染症対策の義務化

• 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体
制を構築する観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等
の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション） の実施等を義務づける。その際、３年の経過
措置期間を設けることとする。



②高齢者虐待防止の推進

• 障害福祉サービスにおける対応も踏まえ、全ての介護サービス事業者を対象に、利用者
の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するための委
員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。その際、３年の
経過措置期間を設けることとする。



④会議や多職種連携における
ICT の活用

• 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者 の居宅を訪問し
ての実施が求められるものを除く）について、感染防止や多職種連携の促進の観点から、
以下の見直しを行う。

• ア 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、 「医療・介護
関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を認
める。

• イ 利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上
で、テレビ電話等を活用しての実施を認める。



②認知症に係る取組の情報公表
の推進

• 介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観

点から、全ての介護サービス事業者を対象に、研修の受講状況等、認知症に係る事業者の

取組状況について、介護サービス情報公表制度において公表することを求めることとす

る。



①看取り期における本人の意思を
尊重したケアの充実

• 看取り期における本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させ

る観点から、訪問看護等のターミナルケア加算における対応と同様に、基本報酬（介護医

療院、介護療養型医療施設、短期入所療養介護（介護老人保健施設によるものを除く））や

看取りに係る加算の算定要件において、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロ

セスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うことを求めることとする。また、

施設系サービスについて、サービス提供にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方

針決定に対する支援に努めることを求めることとする。



⑦退院・退所時のカンファレンスにおけ
る福祉用具専門相談員等の参画促進

• 【居宅介護支援、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】

• 退院・退所時のスムーズな福祉用具貸与の利用を図る観点から、居宅介護支援の退院・退

所加算や施設系サービスの退所時の支援に係る加算において求められる退院・退所時の

カンファレンスについて、退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合には、必要に

応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加することを明

確化する。



①質の高いケアマネジメントの推
進（特定事業所加算の見直し等）

• 居宅介護支援について、経営の安定化を図るとともに、質の高いケアマネジメントの一層

の推進、公正中立性の確保等を図る観点から、以下の加算の見直しや対応を行う。



ア 特定事業所加算について、以下の見直しを行う。

・ 必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを

含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していることを要件として求

める。

・ 小規模事業所が事業所間連携により質の高いケアマネジメントを実現していくよう、事業

所間連携により体制確保や対応等を行う事業所を評価する新たな区分を創設する。

・ 特定事業所加算（Ⅳ）について、加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までと異なり、病院との連携や看取りへ

の対応の状況を要件とするものであることを踏まえ、医療と介護の連携を推進する観点か

ら、特定事業所加算から切り離した別個の加算とする。



イ ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、事業者に、以下について、利用者

に説明を行うとともに、介護サービス情報公表制度において公表することを求める。

・ 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の各サービスの利用割合

・ 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合



ウ （介護予防）（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算について、算定率が低調で

あることを踏まえ、報酬体系の簡素化の観点から、廃止する。



②逓減制における見直し

居宅介護支援について、適切なケアマネジメントの実施を確保しつつ、経営の安定化を図る

観点から、介護支援専門員１人当たりの取扱件数が40 件を超えた場合、60 件を超えた場

合にそれぞれ評価が低くなる（40 件未満は居宅介護支援費（Ⅰ）、40 件以上60 件未満の

部分は同（Ⅱ）、60 件以上の部分は同（Ⅲ）が適用される）逓減制において、一定のICT（AI 

を含む）の活用又は事務職員の配置を行っている事業者については、逓減制の適用（居宅介

護支援費（Ⅱ）の適用）を45 件以上の部分からとする見直しを行う。



②逓減制における見直し

その際、この取扱いを行う場合の逓減率（居宅介護支援費（Ⅱ）及び（Ⅲ）の単位数）について、

メリハリをつけた設定とする見直しを行う。また、特定事業所加算における「介護支援専門

員１人当たりの受け入れ可能な利用者数」について、この取扱いを踏まえた見直しを行う。

また、逓減制における介護支援専門員１人当たりの取扱件数の計算に当たり、現在、事業所

が自然災害や感染症等による突発的な対応で利用者を受け入れた場合は、例外的に件数に

含めないこととしているが、地域の実情を踏まえ、事業所がその周辺の中山間地域等の事

業所の存在状況からやむを得ず利用者を受け入れた場合についても例外的に件数に含め

ない取扱いを可能とする見直しを行う。



③医療機関との情報連携の強化

居宅介護支援について、医療と介護の連携を強化し、適切なケアマネジメントの実施やケア

マネジメントの質の向上を進める観点から、利用者が医療機関において医師の診断を受け

る際に介護支援専門員が同席し、医師等と情報連携を行い、当該情報を踏まえてケアマネジ

メントを行うことを一定の場合に評価する新たな加算を創設する。



④看取り期におけるサービス利用
前の相談・調整等に係る評価

居宅介護支援について、看取り期における適切な居宅介護支援の提供や医療と介護の連携

を推進する観点から、居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等

にケアマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった

場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必要なケアマネジメント業務や

給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うこ

とが適当と認められるケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を可能とする見直

しを行う。



⑤介護予防支援の充実

介護予防支援について、地域包括支援センターが居宅介護支援事業者に外部委託を行いや

すい環境の整備を進める観点から、地域包括支援センターが委託する個々のケアプランに

ついて、委託時における、居宅介護支援事業者との適切な情報連携等を評価する新たな加

算を創設する。



⑤特例居宅介護サービス費による地域
の実情に応じたサービス提供の確保

中山間地域等において、地域の実情に応じた柔軟なサービス提供をより可能とする観点か

ら、令和２年の地方分権改革に関する提案募集における提案（訪問看護ステーションごとに

置くべき看護師等の員数を「従うべき基準」から「参酌すべき基準」とする）も踏まえ、特例居

宅介護サービス費等の対象地域と特別地域加算の対象地域について、自治体からの申請を

踏まえて、それぞれについて分けて指定を行う等の対応を行う。



（２）介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進
①CHASE・VISIT 情報の収集・活用とPDCA サイクルの
推進

ウ 介護関連データの収集・活用及びPDCA サイクルによる科学的介護を推進していく観点

から、全てのサービス（居宅介護支援を除く）について、CHASE・VISIT を活用した計画の

作成や事業所単位でのPDCA サイクルの推進、ケアの質の向上の取組を推奨する。居宅介

護支援については、各利用者のデータ及びフィードバック情報のケアマネジメントへの活用

を推奨する。



⑫サービス付き高齢者向け住宅等における
適正なサービス提供の確保

イ 同一のサービス付き高齢者向け住宅等に居住する者のケアプランについて、区分支給限

度基準額の利用割合が高い者が多い場合に、併設事業所の特定を行いつつ、当該ケアプラ

ンを作成する居宅介護支援事業者を事業所単位で抽出するなどの点検・検証を行うととも

に、サービス付き高齢者向け住宅等における家賃の確認や利用者のケアプランの確認を行

うことなどを通じて、介護保険サービスが入居者の自立支援等につながっているかの観点

も考慮しながら、指導監督権限を持つ自治体による更なる指導の徹底を図る。居宅介護支

援事業所を事業所単位で抽出するなどの点検・検証については、効率的な点検・検証の仕組

みの周知期間の確保等のため、10 月から施行する。



②居宅介護支援における
（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算の廃止

（看護）小規模多機能型居宅介護事業所連携加算について、算定実績を踏まえて、廃止する。



限度額管理の例外事項

同一建物減算、通所の規模別など限度額管理について、不公平をなくす観点から。例外的な

処理が発生します



利用者への説明・同意等に係る見直

• 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、 政府の方針も

踏まえ、ケアプランや重要事項説明書等における利用者等へ の説明・同意について、以下

の見直しを行う。

• ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることと

する。

• イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替

手段を明示するとともに、様式例から押印欄を削除する



⑦ハラスメント対策の強化

• 介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、全 ての介護サービ

ス事業者に、男女雇用機会均等法等におけるハラスメント 対策に関する事業者の責務を

踏まえつつ、ハラスメント対策を求めること とする。



員数の記載や変更届出の明確化

• 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を 図る観点から、

運営規程や重要事項説明書に記載する従業員の「員数」につ いて、「○○人以上」と記載

することが可能であること及び運営規程におけ る「従業者の職種、員数及び職務の内容」

について、その変更の届出は年1 回で足りることを明確化する。



記録の保存等に係る見直し

• 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を 図る観点から、

介護サービス事業者における諸記録の保存、交付等について、 適切な個人情報の取り扱

いを求めた上で、電磁的な対応を原則認めること とし、その範囲を明確化する。また、記

録の保存期間について、他の制度の 取り扱いも参考としつつ、明確化を図る。



4運営規程等の掲示に係る見直し

• 介護サービス事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点 から、運営規

程等の重要事項について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能 な形でファイル等で備え

置くこと等を可能とする。


